
松江市特定教育・保育施設等指導監査実施要綱 

 

（趣旨） 

第 1 条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）

に基づき実施する指導等（法第 14 条第 1 項の規定により行う質問、立入り及び検査等（以

下「質問等」という。）及び各種指導等をいう。）及び法第 38 条から第 40 条まで及び

第 50 条から第 52 条までの規定に基づき実施する監査に関する基本事項を定めるものと

する。 

 (目的) 

第 2 条 指導等及び監査は、特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型

保育、特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育（以下「特定教育・保育等」という。）

の質の確保並びに施設型給付費、特例施設型給付費、地域型保育給付費及び特例地域型

保育給付費等（以下「施設型給付費等」という。）の支給の適正化を図ることを目的と

する。 

(指導等及び監査の対象)  

第 3 条 この要綱に基づく指導等及び監査の対象は次に掲げる特定教育・保育施設等とする。  

(1) 幼保連携型認定こども園  

(2) 幼稚園型認定こども園  

(3) 保育所型認定こども園  

(4) 私立幼稚園 

(5) 保育所  

(6) 小規模保育事業  

（指導等方針） 

第 4 条 指導等は、特定教育・保育施設等に対し、法第 33 条及び第 45 条に定める設置者

の責務、松江市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成 26 年松江市条例第 44 号）で定める運営に関する基準（以下「確認基準」

という。）、及び国から発出される施設型給付費等の算定に関する基準等に定める特定

教育・保育等の提供及び施設の運営に関する基準並びに施設型給付費等の請求等に関す

る事項について周知徹底するとともに過誤・不正の防止を図るために実施する。 

  なお、私立幼稚園に対する指導（特に教育内容に関するもの）を行うに当たっては、

それぞれが建学の精神に基づく特色ある教育活動を展開していることを尊重する。 

また、幼稚園又は認定こども園の設置者が、当該幼稚園又は認定こども園の運営に係る

会計について公認会計士又は監査法人の監査（以下「外部監査」という。）を受けている

場合には、当該外部監査で軽微とは認められない指摘を受けた場合を除き、当該外部監査

の対象となっている会計については、指導の対象としないことができる。  

(指導形態等)  

第 5 条 指導等の形態は、「集団指導」及び「実地指導」とし、原則としてこども政策課

が実施するものとする。 

(指導対象の選定) 



第 6 条 指導等は全ての特定教育・保育施設等を対象とし、重点的かつ効率的に実施する

観点から、指導形態に応じて、次の基準に基づいて対象の選定を行う。 

(1)集団指導の選定基準 

原則として、1 年に 1 回以上全ての特定教育・保育施設等を対象とする。 

(2)実地指導の選定基準 

① 全ての特定教育・保育施設等を対象に、定期的かつ計画的に実施する。 

ア. 幼稚園型認定こども園及び私立幼稚園については、島根県（以下「県」という。）

の私立幼稚園担当部局が 2年に 1回行う訪問調査と合同で実施することを基本とする。 

イ.上記ア以外の特定教育・保育施設等については、原則として児童福祉法（昭和 22

年法律第 164 号）第 34 条の 17 及び第 46 条並びに就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号）第 19 条に基づき実

施する立入検査による指導監査（以下、「児童福祉施設等監査」という。）と併せて

実施する。 

② その他特に実地による指導を要すると認める特定教育・保育施設等を対象に随時実

施する。   

(指導実施計画の策定) 

第 7 条 特定教育・保育施設等に対する指導等の実施に当たっては、前年度の指導等の状

況等を踏まえて指導実施計画(以下「実施計画」という。)を策定する。 

2 実施計画は、毎年度策定するものとする。 

3 実施計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 実施方針 

(2) 重点指導項目 

(3) 実地指導対象特定教育・保育施設等 

(4) 実施時期 

(5) その他必要な事項 

 (指導実施通知) 

第 8 条 前条の規定により策定した実施計画に基づき特定教育・保育施設等に対し、原則

として指導等実施日の 1 ヶ月前までに文書により通知するものとする。 

2 集団指導を実施する特定教育・保育施設等に対する通知には、次に掲げる事項を記載す

るものとする。 

(1) 集団指導の日時及び場所 

(2) 指導内容 

(3) その他必要な事項 

3 実地指導を実施する特定教育・保育施設等に対する通知には、次に掲げる事項を記載す

るものとする。 

(1) 幼稚園型認定こども園、私立幼稚園の場合又は児童福祉施設等監査と併せて実施し 

ない場合 

ア. 実地指導の根拠規定 

イ. 実地指導の日時及び場所 

ウ. 実地指導を行う職員(以下「指導職員」という。)の所属及び職名並びに氏名 



エ. 出席者 

オ. 準備すべき書類等 

カ. 実地指導に同席する県の担当者の有無（幼稚園型認定こども園及び私立幼稚園に

限る。） 

(2)児童福祉施設等監査と併せて実施する場合 

ア.児童福祉施設等監査の実施通知に、「実地指導の根拠規定」等を加える。 

4 事前通知を行うことによって指導の目的を達成することが困難であると認められる場

合は、通知を行わず指導を実施することができるものとする。 

(指導方法) 

第 9 条  集団指導は、特定教育・保育施設等に対し、特定教育・保育等の提供及び施設の

運営に関する基準、施設型給付費等の請求の方法、制度改正の内容及び過去の指導事例

等について、その内容に応じ、特定教育・保育施設等の設置者等を一定の場所に集めて

講習等の方法により実施するものとする。 

なお、やむを得ない事情により集団指導に欠席した特定教育・保育施設等には、当日使用

した必要書類を送付する等、必要な情報提供に努める。 

2  実地指導は、特定教育・保育施設等に対して、関係書類を閲覧し、面談方式により実施

するものとする。 

3 前項の実地指導中に次の各号に該当する状況を確認した場合は、直ちに監査を実施する

ものとする。 

(1) 著しい運営基準違反が確認され、当該特定教育・保育施設等を利用する小学校就学

前子どもの生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあると判断した場合  

(2) 施設型給付費等の請求に不正又は著しい不当が認められる場合 

(実地指導体制) 

第 10 条 実地指導は、2 名以上（児童福祉施設等監査と併せて実施する場合は、併せて 2

名以上）の職員で実施するものとする。 

(実地指導後の措置) 

第 11 条 指導職員は、実地指導後、特定教育・保育施設等に対し、指導結果について講評

を行い、改善を要すると認められた事項については、所要の改善を行うよう指導を行う

ものとする。 

2  指導職員は、実地指導後、速やかに復命書を作成し、特定教育・保育施設等の問題点等

を明確にした上で復命するものとする。 

3 指導の結果、改善を要すると認められた事項については、軽微なもの等を除き、後日、

文書によって通知を行うものとする。 

4 改善を要すると認められた事項については、1 ヶ月の期限を付して改善状況(改善計画)

を報告させ、挙証資料等により確認するものとする。 

5 指導結果については、指導事項を経年的に記録し、継続的指導及び改善状況等の確認を

行うため、「社会福祉法人等指導・監査改善状況管理台帳」に記載するものとする。 

6 児童福祉施設等監査と併せて実施する場合は、第 1項から第5項までの規定については、

児童福祉施設等監査に併せて実施する。 

 (監査方針) 



第 12 条 監査は、特定教育・保育施設等について、法第 39 条、第 40 条、第 51 条及び第

52 条に定める行政上の措置に相当する違反の疑いがあると認められる場合又は施設型給

付費等の請求について不正若しくは著しい不当（以下「違反疑義等」という。）が疑わ

れる場合並びに第 9 条第 3 項に基づき、監査に移行した場合において、事実関係を的確

に把握し、公正かつ適切な措置を採ることを目的として実施する。 

 なお、私立幼稚園に対する監査を行うに当たっては、それぞれが建学の精神に基づく特

色ある教育活動を展開していることを尊重する。 

(監査対象の選定基準) 

第 13 条 監査は、次の各号に掲げる情報を踏まえて違反疑義等の確認について特に必要が

あると認める場合に実施するものとする。 

(1) 要確認情報  

① 通報・苦情・相談等に基づく情報（具体的な違反疑義等が把握でき、又は違反が疑

われる蓋然性がある場合に限る。）  

② 施設型給付費等の請求データ等の分析から特異傾向を示す事業者に係る情報  

(2) 実地指導において確認した違反疑義等の情報  

(3) 重大事故に関する情報  

死亡事故等の重大事故の発生又は児童の生命・心身・財産への重大な被害が生じるお

それに関する情報 

(4) 意図的な隠ぺい等の悪質な不正が疑われる情報 

(監査実施通知) 

第 14条 監査(第 9条第 3項に係るものを除く。)を実施する特定教育・保育施設等に対し、

通知する場合には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 幼稚園型認定こども園、私立幼稚園の場合及び児童福祉施設等監査と併せて実施 

しない場合 

ア. 監査の根拠規定 

イ. 監査の日時及び場所 

ウ. 監査を行う職員(以下「監査職員」という。)の所属及び職名並びに氏名 

エ. 出席者 

オ. 準備すべき書類等 

カ. 監査に同席する県の担当者の有無（幼稚園型認定こども園及び私立幼稚園に限

る。） 

(2) 児童福祉施設等監査と併せて実施する場合 

ア.児童福祉施設等監査の実施通知に、「監査の根拠規定」等を加える。 

2  前条第 3 号に規定する重大事故に関する情報に基づく場合など事前通知を行うことに

よって監査の目的を達成することが困難であると認められる場合は、通知を行わず監査

を実施することができるものとする。 

 (監査方法)  

第 15 条 違反疑義等の確認について必要があると認めるときは、法第 38 条及び第 50 条に

基づき、特定教育・保育施設等に対し、報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若し

くは提示を命じ、出頭を求め、又は当該監査職員に関係者に対して質問させ、若しくは



特定教育・保育施設等その他特定教育・保育施設等の運営に関係のある場所に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査を行うものとする。 

 (監査体制) 

第 16 条 監査は、2 名以上の職員（児童福祉施設等監査と併せて実施する場合は、併せて

2 名以上）で実施するものとし、原則として 1 名は、係長級以上の職にある者とする。 

(監査後の措置) 

第 17 条 監査職員は、監査後、速やかに復命書を作成し、特定教育・保育施設等の問題点

等を明確にした上で復命するものとする。 

2 監査の結果、法に定める行政上の措置に至らない軽微な改善を要すると認められた事

項については、後日、文書によって通知を行うものとする。 

3 改善を要すると認められた事項については、1 ヶ月の期限を付して改善状況(改善計画)

を報告させ、挙証資料等により確認するものとする。 

4 監査結果については、指導事項を経年的に記録し、継続的指導及び改善状況等の確認を

行うため、「社会福祉法人等指導・監査改善状況管理台帳」に記載するものとする。 

5 児童福祉施設等監査と併せて実施する場合は、第 1項から第4項までの規定については、

児童福祉施設等監査に併せて実施する。 

6 監査の結果、違反疑義等が認められた場合には、次のとおり、法第 39 条及び第 51 条（勧

告、命令等）、法第 40 条及び第 52 条（確認の取消し等）の規定に基づき行政上の措置

を機動的に行うものとする。なお、「勧告」、「命令」及び「確認の取消し等」はこど

も政策課が行うものとする。 

(1) 勧告 

法第 39 条第１項及び第 51 条第１項に定める確認基準違反等が認められた場合、当該特

定教育・保育施設等の設置者等に対し、期限を定めて、文書により基準の遵守等を行うべ

きことを勧告することができる。これに従わなかったときは、その旨を公表することがで

きる。 

また、勧告をした特定教育・保育施設等の設置者等に対し、期限内に文書により報告を求

めるものとする。 

(2) 命令 

特定教育・保育施設等の設置者等が正当な理由がなくその勧告に係る措置をとらなかっ

たときは、当該特定教育・保育施設等の設置者等に対し、期限を定めて、その勧告に係る

措置をとるべきことを命令することができる。なお、命令をしたときは、その旨を公示す

る。 

また、命令をした特定教育・保育施設等に対し、期限内に文書により報告を求めるもの

とする。 

 (3) 確認の取消し等 

確認基準違反等の内容が、法第 40 条第１項各号及び第 52 条第１項各号のいずれかに該

当する場合においては、当該特定教育・保育施設等に係る確認を取り消し、又は期間を定

めてその確認の全部若しくは一部の効力を停止すること（以下「確認の取消し等」という。）

ができる。  

確認の取消し等をしたときは、その旨を公示する。 



7 監査の結果、当該特定教育・保育施設等の設置者等に対して命令又は確認の取消し等

の処分（以下「取消処分等」という。）を行おうとする場合は、監査後、取消処分等の

予定者に対して、行政手続法（平成 5 年法律第 88 号）第 13 条第 1 項各号の規定に基づ

き聴聞又は弁明の機会の付与を行わなければならない（同条第 2 項各号のいずれかに該

当する場合を除く。）。 

8 勧告、取消処分等を行った場合において、当該勧告、取消処分等の基礎となった事実

が法第 12条に定める偽りその他不正の手段により施設型給付費等を受けた場合に該当す

ると認めるときは、施設型給付費等の全部又は一部について、同条第 1 項の規定に基づ

く不正利得の徴収（返還金）として徴収を行う。  

9 前項に加え、取消処分等を行った特定教育・保育施設等について不正利得の徴収とし

て返還金の徴収を求める際には、原則として、法第 12 条第 2 項の規定により、当該特定

教育・保育施設等に対し、その支払った額につき返還させるほか、その返還させる額に

100 分の 40 を乗じて得た額を支払わせるようにする。 

 (県との連携) 

第 18 条  幼稚園型認定こども園 、保育所型認定こども園及び私立幼稚園については、法

第 39 条第 2 項及び第 40 条第１項第 2 号の規定の趣旨を踏まえ、認可基準等に関する事

項に係る指導等及び監査については、県と事前に協議を行うなど、綿密に連携を図るも

のとする。また、県に対して、集団指導の概要、実地指導及び監査の結果の通知、改善

報告書の概要、行政上の措置及び不正利得の徴収の内容について、必要な情報提供を行

う。 

2 複数の市町村に関係がある違反疑義等に関する情報を得た場合は、県に総合的な調整

を依頼する。  

(重大事故が発生した場合) 

第 19 条 特定教育・保育施設等における死亡事故等の重大事故に係る検証が実施された

場合には、検証の結果を踏まえた再発防止策についての当該施設における対応状況等を

確認する。  

2 特定教育・保育施設等における死亡事故等の重大事故に係る検証が実施された場合、

検証の結果については、今後の指導監督に反映させる。 

(職員留意事項) 

第 20 条 指導等及び監査を行う職員(以下「指導監査職員」という。)は、指導等及び監査

の手順及び分担を定め効率的に行うように努めるほか指導等及び監査を受ける特定教

育・保育施設等の業務に支障がないよう留意するものとする。 

2 指導監査職員は、指導等及び監査に当たっては、市長が発行する身分証を携帯し、かつ

関係者からの請求があるときには、これを提示し、常に穏健かつ冷静な言動と指導援助

的態度で接することにより特定教育・保育施設等の理解と協力が得られるように努める

ものとする。 

3 指導監査職員は、事実の認定及び事務処理の判断に当たっては、常に公平不偏の態度で

臨むよう努めることとする。 

(社会福祉法人等指導監査連絡会議) 

第 21 条  この要綱に定める指導等及び監査に関する重要な事案等については、健康福祉部



内に設置する「社会福祉法人等指導監査連絡会議」において審議するものとする。 

 

 

附 則 

 この要綱は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則 

この要綱は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 

 


